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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第61期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定にあたっては「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を

適用しております。 

  

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 135,244 141,612 142,086 138,272 136,597

経常利益 (百万円) 8,879 13,042 13,155 9,330 9,762

当期純利益 (百万円) 4,184 6,363 6,913 5,130 1,478

純資産額 (百万円) 40,485 43,706 50,678 54,875 59,429

総資産額 (百万円) 114,877 111,514 107,013 106,677 118,847

１株当たり純資産額 (円) 297.22 321.49 372.59 403.73 437.43

１株当たり当期純利益 (円) 30.71 46.77 50.60 37.74 10.88

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.24 39.19 47.36 51.44 50.00

自己資本利益率 (％) 10.33 15.12 14.65 9.72 2.59

株価収益率 (倍) 17.87 12.02 13.71 14.78 116.17

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 11,914 20,837 4,526 11,646 1,263

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,312 △1,771 △2,488 △1,797 △2,525

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △9,660 △13,728 △7,239 △6,939 1,456

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 6,051 11,363 6,167 9,082 9,251

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
2,143 
(4,506)

2,109
(4,630)

2,122
(4,830)

2,088 
(4,817)

2,017
(4,760)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第61期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定にあたっては「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を

適用しております。 

４ 第60期の１株当たり配当額15円には、創立60周年記念配当３円を含んでおります。 

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (百万円) 132,339 139,347 140,182 136,195 134,730

経常利益 (百万円) 8,568 12,909 13,151 9,067 9,509

当期純利益 (百万円) 3,486 6,229 6,933 4,908 1,469

資本金 (百万円) 15,002 15,002 15,002 15,002 15,002

発行済株式総数 (株) 136,229,345 136,229,345 136,229,345 136,229,345 136,229,345

純資産額 (百万円) 39,719 42,867 49,842 53,788 58,354

総資産額 (百万円) 111,128 108,796 102,540 102,324 114,451

１株当たり純資産額 (円) 291.60 315.08 366.20 395.58 429.35

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
(円) 

12.00 
(―)

15.00
(―)

12.00
(―)

12.00 
(―)

12.00
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 25.59 45.74 50.71 36.09 10.80

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.74 39.40 48.61 52.57 50.99

自己資本利益率 (％) 8.69 15.09 14.96 9.47 2.62

株価収益率 (倍) 21.45 12.29 13.68 15.46 117.04

配当性向 (％) 46.9 32.8 23.7 33.2 111.1

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
1,955 
(4,373)

1,964
(4,511)

2,063
(4,741)

2,035 
(4,730)

1,985
(4,678)



２ 【沿革】 

  

  

年月 概要

昭和17年12月 各種工業用品ならびに繊維製品の製造販売を目的として現最高顧問吉原信之が東京板橋区に個人

経営三陽商会を開業 

昭和18年５月 資本金５万円にて株式会社三陽商会を設立し、工作機械工具の修理加工、販売を開始 

昭和19年10月 社名を株式会社三陽商会製作所と改称し、豊島工場ならびに銀座営業所を設置 

昭和20年10月 本店を東京都京橋区(現中央区)に移転 

なお、この頃より主要業務を工作機械工具からレインコートの販売へと変更 

昭和23年７月 社名を株式会社三陽商会と改称 

昭和24年９月 日本ゴム工業株式会社(現オカモト株式会社)と同社製レインコートの一手発売元としての特約を

締結 

なお、この頃より百貨店への販売を積極的に開始 

昭和27年７月 東京都千代田区に東京営業所を設置して営業活動の主体を移転、東京都中央区に銀座サービス・

ステイションを設置(昭和48年６月閉鎖) 

昭和37年４月 本店を東京都千代田区に移転 

昭和37年５月 本社ビルを東京都千代田区に新築 

昭和44年２月 現本社ビルが完成し、本店を東京都新宿区に移転 

なお、この頃より総合アパレルメーカーへの進出を開始 

昭和46年７月 株式を東京証券取引所市場第二部へ上場 

昭和52年６月 東京証券取引所市場第一部に指定替え 

昭和56年２月 ニューヨークに現地法人を設立(平成11年10月閉鎖) 

昭和56年５月 東京都江東区に潮見商品センターを新築 

昭和61年６月 ニューヨークに現地縫製工場を設立(平成11年11月閉鎖) 

平成元年３月 東京都港区に青山ビルを新築 

平成元年４月 自社健康保険組合設立 

平成２年６月 東京都江東区に潮見ビルを新築 

平成５年７月 創立50周年記念行事を開催 

平成８年４月 ミラノに現地法人サンヨーショウカイミラノS.p.A.(連結子会社)を設立 

平成８年５月 香港に現地法人三陽商會香港有限公司を設立(平成13年12月閉鎖) 

平成10年２月 台湾に現地法人國際三陽股份有限公司を設立(平成13年12月閉鎖) 

平成11年10月 ニューヨークに現地法人サンヨーショウカイニューヨーク,INC.(連結子会社)を設立 

平成12年12月 東京都中央区にバーバリー銀座店を開店 



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、子会社６社及び関連会社３社で構成され、衣料品等繊維製品の製造・販売を主な事業内

容とし、更に事業に関連するリース・金融業等の事業活動を展開しております。 

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

衣料品関連事業 

その他の関連事業 

  

  

衣料品の製造・販売……… 当社が製造・販売しております。 

衣料品の販売……………… 子会社サンヨーアパレル㈱、サンヨーショウカイニューヨー

ク,INC.は主に当社から仕入れて販売しております。 

衣料品の縫製加工………… 子会社㈱新潟サンヨーソーイング、㈱サンヨーエクセル及び

関連会社㈱サンヨー・インダストリー他２社は衣料品を縫製

加工し、商社経由で当社に納入しております。 

生産業務及び情報の提供… 子会社サンヨーショウカイミラノS.p.A.は海外生産管理業務

と情報の提供を当社に行っております。 

リース・金融……………… 子会社サンヨーゼネラルサービス㈱は当社グループのリース

物件の取扱い及び融資を行っております。 



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 
  

(注) 非連結子会社２社及び、関連会社３社は持分法を適用しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ サンヨーアパレル㈱及びサンヨーゼネラルサービス㈱には建物を賃貸しております。 

２ サンヨーゼネラルサービス㈱より土地、建物を賃借しております。 

３ サンヨーショウカイニューヨーク,INC.に資金援助(長期貸付金)をしております。 

４ 連結売上高に占める売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の割合が10％を超えている会社はありません。 

５ 上記子会社のうち、特定子会社に該当するものはありません。 

６ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

サンヨーアパレル㈱  (注)１ 
東京都 
中央区 

130,000 衣料品の販売 100.0
当社の製品を販売しておりま
す。 
役員の兼任６名 

サンヨーゼネラルサービス㈱ 
(注)１、２ 

東京都 
新宿区 

30,000 リース・金融業 100.0
当社への融資及び当社のリー
ス物件を取扱っております。 
役員の兼任４名 

サンヨーショウカイ 
ニューヨーク,INC.(注)３ 

アメリカ 
ニューヨーク市 

1,000千
米ドル 

衣料品の販売 100.0
当社の製品を販売しておりま
す。 
役員の兼任４名 

サンヨーショウカイ 
ミラノS.p.A. 

イタリア 
ミラノ市 

464千
ユーロ 

衣料品の
生産管理業務 

100.0

当社の製品の海外生産管理業
務と情報の提供をしておりま
す。 
役員の兼任４名 

(持分法適用関連会社)   

㈱サンヨー・インダストリー 
福島県 
福島市 

100,000
衣料品の縫製加
工 

40.0
当社の製品の縫製加工をして
おります。 
役員の兼任５名 

その他２社 ― ― ― ― ― 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合の状況は次のとおりであります。 

１ 名称      三陽商会労働組合 

２ 組合員数    1,356名(平成17年12月31日現在) 

３ 所属上部団体  UIゼンセン同盟 

４ 労使関係    安定しており特記すべき事項はありません。 

なお、連結子会社においては労働組合は組織されておりません。 

  

従業員数(名) 
2,017 
(4,760) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

1,985 
(4,678) 

40.5 15.2 6,757



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、年度前半においては好調と不調な分野が混在するなど景気の踊り場局面

が続きましたが、後半には中国向け輸出が再び拡大基調を取り戻したほか、雇用・所得環境の改善に加え、平均株

価も年末には１万６千円台を回復するなど景気の回復傾向が徐々にはっきりしてまいりました。 

当アパレル業界におきましても年度前半は、春先の低温気象による季節衣料の伸び悩みなど厳しい情勢で推移い

たしましたが、後半は株高による資産効果が追い風になり更に気温低下で防寒衣料品の販売が急回復するなど総じ

て堅調に推移いたしました。 

このような経営環境のなかで、当社グループは経営課題であった財務体質の改善、高度情報化社会に対応するシ

ステムの構築・整備ならびに生産から末端市場までの物流改革、機能別、特性別による大幅な業務組織の変更と業

務改革の実施等、飛躍のためのインフラ整備を着実に進めてまいりました。さらに消費者の要望に応えられるよう

商品企画等の刷新にも取り組み、当社グループでは初めての販路であるファッションビルを主販路とした新ブラン

ド「スマッキー・グラム」や百貨店を主販路とする「エポカ・ウォモ」、「アマカ」、「コルニーチェ」等の新ブ

ランドを積極的に投入してまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は1,365億９千７百万円(前年同期比1.2％減)、経常利益は97億６千２百万円

(前年同期比4.6％増)、当期純利益はかねてからの懸案であった東京既製服厚生年金基金からの脱退に伴う費用を一

括計上すること等により14億７千８百万円(前年同期比71.2％減)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度に比べ61億

２千３百万円減少したこと及び前連結会計年度は法人税等の還付が有りましたが、当連結会計年度は39億９千１百

万円の支払いが発生し、更に総合設立型の東京既製服厚生年金基金からの脱退に伴う特別掛金36億３千６百万円の

支払い等により前連結会計年度に比べ103億８千３百万円の減少の12億６千３百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、潮見商品センター隣接地の取得額24億５千万円等により25億２千５百万

円(前年同期比40.5％増)の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金による調達51億５千万円及び配当金の支払い16億３千１百万円等

により差引き14億５千６百万円(前連結会計年度は69億３千９百万円の支出)の収入となりました。 

この結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ１億６千８百万円の増加の92億５千１百万円となりま

した。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

紳士服・洋品 23,140 △10.1

婦人子供服・洋品 41,899 △6.9

服飾品他 7,195 ＋48.7

合計 72,235 △4.5

区分 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

紳士服・洋品 46,003 △3.0

婦人子供服・洋品 78,258 △2.7

服飾品他 12,334 ＋18.9

合計 136,597 △1.2



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、平成13年に策定しました中期五ヵ年計画が、平成17年度をもって終了しましたので、新たに平成

18年度を起点とする中期三ヵ年計画を策定しました。これに基づき「ファッションアパレルとしての原点の認識」、

「消費者満足の最大化」及び「変革と持続的成長」を経営の基本ビジョンとしており、中期経営計画では、下記の経

営戦略を掲げております。 

① コーポレートガバナンス体制の充実 

 ・CSR経営の実践 

 ・執行の意思決定体制の強化 

 ・内部統制体制の強化 

② 消費者志向の複合サービス企業の実現 

 ・消費者満足を最大化する商品・サービスの開発と提供 

 ・消費者を起点とした組織運営と業務フローの構築 

③ 事業構造の進化 

 ・時代のニーズに沿った事業構造の構築 

 ・事業領域の拡大と新規事業への継続的投資と挑戦 

その中にあって、ライフスタイルの変化に伴うファッションの多様化や新たなる商業施設の台頭等による消費動向

の多様化に対応すべく、新ブランドの開発を積極的に推進しております。平成17年の春には二つのブランド、秋に三

つのブランドを立ち上げ、さらに平成18年にも複数ブランドを投入する予定であります。特に平成17年春展開した

「スマッキー・グラム」と平成18年春展開の「ジョアンナ・ホー」は、当社グループとして初めての販路であるファ

ッションビルを主販路としての展開であり、今後の発展を期しております。 

今後の見通しにつきましては、日本経済はゆるやかながら息の長い回復基調を維持すると思われますが、景気を取

り巻く様々な変動要因があり、経営環境は依然として先行き不透明な状況が続くものと予想されます。また、個人消

費についても定率減税の縮減や社会保障費などの家計負担増など予断を許さない状況が続くものと思われます。 

このような情勢のなかで、当社グループは適切な商品企画、強固な販売体制の確立、情報システムの刷新、物流の

合理化、財務体質の改善強化など経営全般にわたる一層の効率化を追求するとともに、新ブランドの開発・育成にも

積極的に取り組み、業績の向上を図ってまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を記載しております。 

また、記載内容のうち将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年３月30日)現在において当社グループ

が判断したものであります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び

発生した場合の対応に最大限の努力をする所存であります。 

(1) ファッション商品の特性について 

当社グループの主力商品の大部分はファッション衣料および服飾品であります。ファッション商品の販売はその

特性上、流行に左右されやすい傾向があります。当社グループは消費者ニーズの変化に対応すべく、商品企画の更

なる刷新と市場情報収集力の強化に努めております。今後とも商品力の強化により売上拡大を図っていく方針であ

りますが、流行の急激な変化によっては、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 知的財産権の使用について 

当社グループは現在数社の海外提携先と契約し、提携先所有の知的財産権を使用したブランド(ライセンスブラン

ド)の衣料および服飾品を販売しております。現在、これらのライセンスブランドの総売上高は当社グループの売上

高の過半を占めております。当社グループといたしましては、これらの海外提携先とは密接で良好な関係を構築し

維持しており、今後とも売上拡大を図って参ります。しかしながら、契約更改時における契約更改条件等によって

は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 気象状況や経済状況等について 

ファッション衣料及び服飾品は、気象状況あるいは経済状況の変化の影響を受けやすく変動しやすいため、種々

の変化に対応できるよう、クイックレスポンス体制(短サイクル生産体制及び期中追加企画、生産体制)等による対

応を図っております。しかしながら、冷夏暖冬などの天候不順や予測不能な気象状況あるいは経済環境の変化等に

より、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 品質管理について 

当社グループは厳しい品質管理基準に従って各種製品を提供しておりますが、予測しえない品質トラブルや製造

物責任に係わる事故が発生した場合は、企業およびブランドイメージが損なわれ、当社グループの経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。 

(5) 情報管理について 

当社グループは直営店及び百貨店等の店頭での顧客管理上、多くの個人情報を保有しております。これらの情報

の管理・取扱いについては当社CSR推進委員会で社内ルールを決定し、管理体制を整え万全を期しております。しか

しながら、情報流出や漏洩が発生した場合は、当社グループの社会的信用を低下させ、当社グループの経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 

以上の他にその他の一般的なリスクとして、取引先の破綻による貸倒れ、災害、事故、法的規制及び訴訟等、様々

なリスクが考えられます。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

当社グループは海外提携先と契約し、提携先所有の知的所有権を使用したブランド(ライセンスブランド)の衣料お

よび服飾品を販売しており、その契約の主なものは下記のとおりです。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  

契約会社名 契約締結先 国名 契約内容 契約期間 

㈱三陽商会 
Ermenegildo Zegna 
International N.V. 
-EZINT 

オランダ
１ 商標使用権の許諾
２ 技術情報の提供 
３ 製造権および販売権の許諾 

平成10年１月１日から
平成19年６月30日まで 

㈱三陽商会 Paul Stuart, Inc. 米国 
１ 商標使用権の許諾
２ 技術情報の提供 
３ 製造権および販売権の許諾 

平成12年３月１日から
平成22年３月31日まで 

㈱三陽商会 Krizia S.p.A. イタリア
１ 商標使用権の許諾
２ 技術情報の提供 
３ 製造権および販売権の許諾 

平成16年７月１日から
平成22年６月30日まで 

㈱三陽商会 Dismi 92 S.p.A. イタリア
１ 商標使用権の許諾
２ 技術情報の提供 
３ 製造権および販売権の許諾 

平成13年７月１日から
平成24年６月30日まで 

㈱三陽商会 
The Scotch House  
Limited 

英国 
１ 商標使用権の許諾
２ 技術情報の提供 
３ 製造権および販売権の許諾 

平成16年１月１日から
平成25年12月31日まで 

㈱三陽商会 Burberry Limited 英国 
１ 商標使用権の許諾
２ 技術情報の提供 
３ 製造権および販売権の許諾 

平成12年７月１日から
平成32年６月30日まで 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。 

  

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析 

① 資産 

資産につきましては、含み益の増加等により投資有価証券が117億５千２百万円増加したことや江東区の潮見商

品センターの隣接地の取得による土地の増加等により前連結会計年度に比し121億６千９百万円増加し、1,188億

４千７百万円となりました。 

② 負債 

負債に関しましては、借入金の増加及び投資有価証券の含み益の増加に伴う繰延税金負債の発生並びに退職給

付制度変更による長期未払金の計上等により前連結会計年度に比し76億１千５百万円増加し、594億１千７百万円

となりました。 

③ 資本 

資本の部は、その他有価証券評価差額金が62億１千８百万円増加し、一方で土地再評価差額金が17億３千１百

万円減少したこと等により前連結会計年度に比し45億５千４百万円増加し594億２千９百万円となりました。 

この結果、株主資本比率が50％となりました。 

  

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 概要 

当連結会計年度における業績に関する概要につきましては、１ 業績等の概要 (1)「業績」に記載のとおりで

あります。 

② 売上高 

売上高は、㈱三陽商会の減収がそのまま連結売上高の減少に繋がり、前連結会計年度に比ベ16億７千５百万円

の減少の1,365億９千７百万円となりました。 

③ 売上総利益 

売上総利益は、㈱三陽商会の利益率の低下がそのまま売上総利益の減少に繋がり、前連結会計年度に比ベ14億

３千１百万円の減少の638億６千９百万円となりました。 

④ 営業利益 

営業利益は、販売費及び一般管理費が前連結会計年度に比し19億２千２百万円減少したことにより前連結会計

年度に比し４億９千万円増加し95億２千１百万円となりました。 

⑤ 経常利益 

経常利益は、持分法による投資損失を１億６千５百万円計上しましたが営業利益を２億４千万円上回り97億６

千２百万円となりました。 

⑥ 税金等調整前当期純利益 

税金等調整前当期純利益は、特別損失として退職給付制度変更に伴う損失を66億３千５百万円計上したこと等

により前連結会計年度に比し61億２千３百万円減少し30億９千６百万円となりました。 

⑦ 法人税等 

法人税等は、上記のとおり税金等調整前当期純利益が大幅に減少したため前連結会計年度に比ベ24億７千１百

万円減少し16億１千７百万円になりました。 

⑧ 当期純利益 

当期純利益は、以上のことから前連結会計年度に比べ36億５千１百万円減少し14億７千８百万円となりまし

た。 

  



(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

４ 事業等のリスクに記載のとおりであります。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度における資本の財源及び資本の流動性につきましては、１ 業績等の概要 (2)「キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。 

  

(6) 経営者の問題意識と今後の方針について 

３ 対処すべき課題に記載のとおり、経営全般にわたる一層の効率化を追求し、業績の向上を図るべく全社一丸

となって専心努力いたします。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

設備投資につきましては、営業体制の強化及び販売網の拡充を図るため必要な設備投資を実施しております。当連

結会計年度における設備投資は、潮見商品センターの隣接地の取得24億５千万円及び増改築による店舗設備等で総額

40億８千７百万円となりました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は「機械装置及び運搬具」及び「器具及び備品」であります。 

２ 連結子会社であるサンヨーゼネラルサービス㈱より土地(2,342㎡)及び建物の一部を賃借しております。 

３ 建物の一部を連結会社以外より賃借しております。 

４ 建物の全部を連結会社以外より賃借しております。 

５ 連結子会社であるサンヨーアパレル㈱に土地(5,608㎡)及び建物の一部を賃貸しております。 

６ 大阪支店は、平成18年２月に大阪市中央区に移転しております。 

７ 従業員数には臨時従業員を含めておりません。 

  

(2) 国内子会社 

平成17年12月31日現在 

(注) 土地及び建物の全部を提出会社及び連結会社以外に賃貸しております。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物 
土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社ビル 
(東京都新宿区)   (注)２、３ 

事務所 658
2,426
(3,036)

1,099 4,184 907

青山ビル 
(東京都港区)      (注)４ 

事務所 53
―
(―)

32 86 75

大阪支店 
(大阪市西区)      (注)６ 

事務所 583
985

(1,058)
7 1,576 174

名古屋支店 
(名古屋市東区)     (注)４ 

事務所 15
―
(―)

10 25 83

福岡支店 
(福岡市博多区) 

事務所 389
329
(887)

9 728 85

札幌支店 
(札幌市中央区)     (注)４ 

事務所 15
―
(―)

10 25 60

潮見商品センター及び事務所等 
(東京都江東区)     (注)５ 

商品倉庫 
及び事務所 

4,446
8,546
(29,616)

100 13,092 560

バーバリー銀座店 
(東京都中央区) 

直営店舗 1,775
2,729
(371)

62 4,567 12

会社名 
事業所名
(所在地) 

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
土地
(面積㎡) 

その他 合計 

サンヨーゼネラル 
サービス㈱ 

三陽商会本社ビル 
(東京都新宿区) 

賃貸用 
不動産 

532
2,023
(2,342)

0 2,555 (―)



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 
  

(2) 重要な設備の除却等 

当連結会計年度末日後に下記の設備の売却を予定しております。 

  

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
期末帳簿価額
(百万円) 

売却予定年月

提出会社 
大阪支店 
(大阪市西区) 

事務所 1,568 平成18年４月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 136,229,345 136,229,345
東京証券取引所
第１部 

― 

計 136,229,345 136,229,345 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) 資本準備金の減少額は平成14年３月28日開催の定時株主総会の決議に基づくその他資本剰余金への振替であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 自己株式319,136株は、「個人その他」に319単元、「単元未満株式の状況」に136株含まれております。 

２ 「その他の法人」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が４単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

(注) 株式会社東京三菱銀行は株式会社UFJ銀行との合併に伴い、平成18年１月１日付で株式会社三菱東京UFJ銀行に変更となりま

した。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年５月11日 ― 136,229,345 ― 15,002 △11,240 3,800

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 68 21 147 118 2 7,827 8,183 ―

所有株式数 
(単元) 

― 55,877 422 27,607 24,134 6 27,129 135,175 1,054,345

所有株式数 
の割合(％) 

― 41.34 0.31 20.42 17.86 0.00 20.07 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 13,946 10.24

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(三井アセット信
託銀行再信託分・三井物産株式
会社退職給付信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 7,578 5.56

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２―６―３ 6,969 5.12

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 6,967 5.11

株式会社伊勢丹 東京都新宿区新宿３―14―１ 3,923 2.88

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 3,606 2.65

株式会社みずほコーポレート銀
行 

東京都千代田区丸の内１―３―３ 3,580 2.63

株式会社サンウェルネス 東京都新宿区本塩町20 3,534 2.59

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４―５―33 3,000 2.20

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２―１―１ 2,704 1.99

計 ― 55,810 40.97



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれており、議決権の数には

含めておりません。 

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式136株が含まれております。 

３ 「単元未満株式」のうち、相互保有株式数は次のとおりであります。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

(相互保有株式) 
普通株式 319,000

普通株式 123,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

134,733,000 
134,729 ― 

単元未満株式 
普通株式 

1,054,345 
― ― 

発行済株式総数 136,229,345 ― ― 

総株主の議決権 ― 134,729 ― 

㈱岩手サンヨーソーイング 609株

㈱サンヨー・インダストリー 825株

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱三陽商会 

東京都新宿区本塩町14 319,000 ― 319,000 0.23

(相互保有株式) 
㈱岩手サンヨーソーイング 

岩手県下閉伊郡山田町 
大沢３―26―２ 

52,000 ― 52,000 0.04

㈱サンヨー・ 
インダストリー 

福島県福島市岡島字 
笹ノ森１―２ 

71,000 ― 71,000 0.05

計 ― 442,000 442,000 0.32



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、創業以来一貫して、アパレルの原点である品質を重視した商品づくりを基本に、業績向上を目指すととも

に、株主の皆様に対し、継続的な安定配当に努めてまいりました。 

この方針のもとに、直近では、平成元年以来16期連続して、１株当り年12円を実施しており、第60期(平成14年12月

期)に関しましては、創業60周年記念の３円を加え、年15円の配当を実施しました。 

当期の配当金につきましては、アパレル業界の経営環境も厳しく、今後の景況も不透明でありますが、例年どおり

１株12円を実施することに決定しました。 

内部留保資金の使途につきましては、財務体質の強化及び新規ブランドの開発や情報システムの整備など企業価値

の拡大のため積極的に投入していくこととしております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高(円) 648 743 803 827 1,294

最低(円) 240 483 500 525 537

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 668 746 850 839 983 1,294

最低(円) 571 630 711 744 772 961



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長 

― 中 瀬 雅 通 昭和24年８月11日生

昭和49年９月 クーパース・アンド・ライブラン

ドニューヨーク事務所入所 

98

昭和57年６月 当社入社

昭和62年１月 当社婦人子供服事業部長

昭和62年３月 当社取締役婦人子供服事業部長 
昭和63年３月 当社常務取締役婦人子供服事業部

長 
平成元年３月 当社専務取締役営業本部長 
平成３年３月 当社代表取締役副社長営業本部長 
平成５年３月 当社代表取締役社長

平成12年３月 当社代表取締役会長(現任) 

代表取締役 
社長 

兼社長執行 
役員 

― 田 中 和 夫 昭和21年７月２日生

昭和44年４月 三井物産㈱入社

20

平成８年11月 三井物産㈱繊維本部繊維第二部長 
平成11年２月 当社入社 顧問(営業本部担当) 
平成11年３月 当社取締役副社長兼営業本部長 
平成12年３月 当社代表取締役社長兼事業統轄本

部長、業務本部長 
平成13年３月 当社代表取締役社長兼事業統轄本

部長 
平成16年２月 当社代表取締役社長兼事業本部長 
平成17年３月 当社代表取締役社長兼社長執行役

員兼事業本部長 
平成18年１月 当社代表取締役社長兼社長執行役

員(現任) 
  

専務取締役 
兼専務執行 
役員 

事業本部 
販売統括 
事業部長 

斎 藤 征 洋 昭和19年２月16日生

昭和42年３月 当社入社

11

平成７年１月 当社婦人子供服事業部事業部長補

佐兼婦人営業第一部長 
平成８年３月 当社取締役婦人服第一、第三、第

四事業部営業統括部長 
平成９年７月 当社取締役婦人服第三・第四事業

部営業統括部長 
平成10年10月 当社取締役婦人子供服本社営業部

営業第二部長兼婦人子供服事業部

企画部(プレタディビジョンクリ

ツィア)部長 
平成11年４月 当社取締役婦人子供服事業部営業

第二部長 
平成12年３月 当社執行役員婦人服第一営業部長

兼第二営業部長 
平成13年３月 当社取締役婦人服営業総統括部長 
平成14年１月 当社取締役事業本部副本部長(婦

人子供服管掌) 
平成14年３月 当社常務取締役事業本部副本部長

(婦人子供服管掌) 
平成15年３月 当社専務取締役事業本部副本部長

(婦人子供服管掌) 
平成16年２月 当社専務取締役事業本部第四事業

部長 
平成17年２月 当社専務取締役事業本部販売統括

事業部長 
平成17年３月 当社専務取締役兼専務執行役員事

業本部販売統括事業部長(現任) 



    

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

専務取締役 
兼専務執行 
役員 

事業本部長 杉 浦 昌 彦 昭和29年１月６日生

昭和51年４月 当社入社 

5

平成10年７月 当社紳士服事業部ポールスチュア

ート部部長兼スポーツブランド部

部長 

平成12年９月 当社執行役員紳士服営業統括部長 

平成14年１月 当社執行役員事業本部副本部長

(紳士服管掌) 

平成15年３月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部副本部長(紳士服管掌) 

平成16年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部第一事業部長 

平成17年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部バーバリー事業部長 

平成17年３月 当社常務取締役兼常務執行役員事

業本部バーバリー事業部長 

平成18年１月 当社専務取締役兼専務執行役員事

業本部長(現任) 

常務取締役 
兼常務執行 
役員 

人事総務 
本部長 松 浦 秀 治 昭和22年11月13日生

昭和45年３月 当社入社 

35

平成７年１月 当社紳士服事業部事業部長補佐兼

紳士企画部長 

平成８年３月 当社取締役紳士企画部長 

平成10年７月 当社取締役紳士企画統括部長 

平成11年７月 当社取締役営業本部統括部長 

平成12年２月 当社取締役人事部長 

平成13年３月 当社取締役業務本部長兼人事部長 

平成15年３月 当社常務取締役業務本部長兼人事

部長 

平成16年２月 当社常務取締役人事総務本部長 

平成17年３月 当社常務取締役兼常務執行役員人

事総務本部長(現任) 

常務取締役 
兼常務執行 
役員 

経理財務 
本部長 大 槻 滋 樹 昭和23年９月25日生

昭和46年４月 当社入社 

30

平成８年７月 当社経理部部長 

平成11年３月 当社取締役経理部長 

平成12年２月 当社取締役経理財務部長 

平成15年３月 当社常務取締役経理財務部長 

平成16年２月 当社常務取締役経理財務本部長 

平成17年３月 当社常務取締役兼常務執行役員経

理財務本部長(現任) 

常務取締役 
兼常務執行 
役員 

事業副本部長 
兼バーバリー 
事業統轄室管掌 
兼経営統轄 
本部管掌 

小 山 文 敬 昭和26年９月22日生

昭和50年４月 三井物産㈱入社 

20

平成14年４月 三井物産㈱人事部人事企画室長 

平成17年３月 当社入社 顧問 

平成17年３月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部バーバリー事業部副事業部長兼

バーバリー事業統轄室長 

平成18年１月 当社常務取締役兼常務執行役員事

業副本部長兼バーバリー事業統轄

室管掌兼経営統轄本部管掌(現任) 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 
兼常務執行 
役員 

事業本部 
ショップ 
事業部長 

長 門 道 子 昭和29年10月17日生

昭和52年７月 当社入社 

1,199

平成８年２月 当社婦人服第三事業部長兼同第四

事業部長 

平成８年３月 当社常務取締役婦人服第三事業部

長兼同第四事業部長 

平成９年12月 当社常務取締役婦人服第三・第四

事業部長兼広報宣伝担当 

平成10年７月 当社常務取締役営業本部副本部長

兼婦人子供服事業部長、広報宣伝

担当 

平成11年３月 当社取締役副社長営業本部副本部

長兼婦人子供服事業部長、広報宣

伝担当 

平成11年４月 当社取締役副社長商品政策管掌 

平成12年２月 当社取締役副社長兼事業本部長企

画管掌宣伝、店舗運営管掌 

平成14年１月 当社取締役副社長(事業本部管掌) 

平成15年６月 取締役特命担当 

平成16年２月 当社取締役事業本部第五事業部長 

平成17年２月 当社取締役事業本部ショップ事業

部長 

平成17年３月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部ショップ事業部長(現任) 

取締役 
兼常務執行 
役員 

事業本部 
開発事業部長 長 門 浩 二 昭和26年７月19日生

昭和49年４月 四季デザインハウス入社 

35

昭和60年１月 東京ロマン㈱入社 

平成２年７月 ㈱ビア・クローチェ入社 

平成９年９月 当社入社 婦人服第二事業部部長 

平成10年７月 当社婦人子供服事業部企画部(ヤ

ングディビジョンⅠ)部長 

平成12年９月 当社執行役員事業本部店舗運営室

長兼婦人服第一、第二企画部担当

企画統括部長 

平成14年７月 当社執行役員婦人服企画部商品統

括部長 

平成15年３月 当社取締役兼常務執行役員婦人服

企画部統括部長 

平成16年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部第六事業部長兼開発商品グルー

プ統括長 

平成17年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部開発事業部長(現任) 
  

取締役 
兼常務執行 
役員 

事業本部 
婦人服第一 
事業部長 

竹 村 智 喜 昭和26年10月20日生

昭和51年４月 当社入社 

11

平成10年７月 当社婦人子供服本社営業部営業第

二部(ヤングディビジョンⅡ)部長 

平成12年９月 当社執行役員婦人服第一、第二営

業部担当営業統括部長 

平成14年１月 当社執行役員婦人服直営店運営部

統括部長兼婦人服第一、第二営業

部統括部長 

平成14年７月 当社執行役員婦人服第一、第二営

業部統括部長 

平成15年３月 当社取締役兼常務執行役員婦人服

第一、第二営業部統括部長 

平成16年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部第三事業部長 

平成17年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部婦人服第一事業部長(現任) 
  



  

(注) １ 取締役兼常務執行役員長門道子は、取締役会長中瀬雅通の配偶者の妹であり、取締役兼常務執行役員長門浩二の配偶者で

あります。 

２ 監査役高橋正治及び杉山茂八は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役

であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 
兼常務執行 
役員 

事業本部 
婦人服第二 
事業部長 

鯨 岡 直 樹 昭和25年２月13日生

昭和48年４月 当社入社 

3

平成９年７月 当社婦人服第二事業部営業第一部

部長 

平成12年９月 当社執行役員婦人服第三、第四、

第五営業部担当営業統括部長 

平成14年１月 当社執行役員婦人服営業部統括部

長 

平成14年７月 当社執行役員婦人服第三、第四営

業部統括部長 

平成15年３月 当社取締役兼常務執行役員婦人服

第三、第四営業部統括部長 

平成16年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部業務統括室長 

平成17年２月 当社取締役兼常務執行役員事業本

部婦人服第二事業部長(現任) 

監査役 
(常勤) ― 姉 崎 貞 夫 昭和17年６月18日生

昭和41年３月 当社入社 

26平成元年７月 当社経理部部長 

平成12年３月 当社常勤監査役(現任) 

監査役 
(常勤) ― 桑 原 啓 司 昭和21年８月23日生

昭和45年３月 当社入社 

19

平成３年３月 当社人事部部長 

平成11年３月 当社取締役人事部長 

平成12年２月 当社取締役総務部長 

平成13年３月 当社執行役員流通部長 

平成16年２月 当社執行役員事業本部付 

平成16年３月 当社常勤監査役(現任) 

監査役 ― 高 橋 正 治 昭和５年12月２日生

昭和27年４月 第一物産㈱(現三井物産㈱)入社 

―

平成５年６月 同社代表取締役副社長 

平成７年６月 同社顧問 

平成10年12月 同社退任 

平成14年３月 当社監査役(現任) 

監査役 ― 杉 山 茂 八 昭和10年３月２日生 

昭和47年３月 公認会計士登録 

―平成14年６月 住友重機械工業㈱監査役(現任) 

平成16年３月 当社監査役(現任) 

計 1,515



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、業績向上を目指し、企業価値を拡大することにより、株主に対して利益を還元していくことと同時に社

会的責任を果すことを基本とし、これらを実現するため経営の効率化、迅速化また透明性の向上に努めておりま

す。 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① コーポレート・ガバナンス体制の状況 

・会社の機関の内容 

当社は監査役設置会社であり、監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等から営業

状況の報告を受け、重要な決裁書類の閲覧等を行い、業務執行を監査する体制をとっております。 

・社外監査役の選任の状況 

監査役４名のうち社外監査役２名を選任しております。 

・各種委員会等の概要 

コーポレート・ガバナンス並びにコンプライアンス経営の強化をはかる目的でCSR推進委員会、コンプライ

アンス室、社内通報制度(三陽アラーム制度)等を設置し活動を行っており、また平成17年４月から施行さ

れた「個人情報保護法」への対応と必要な社内体制整備を行っております。 

・業務執行・経営の監視の仕組み 

当社の取締役会は平成17年12月31日現在、11名の取締役で構成され、経営の基本方針、法令で定められた

事項及びその他経営に関する重要事項を決定するとともに、コンプライアンスの徹底を図り、業務の執行

状況を監督する機関として位置付けられております。 

また、当社では、執行役員制度を導入し、経営の戦略的決定機能及び業務執行監督機能と業務執行機能と

を分離し、迅速な意思決定と業務執行が可能な経営を行っております。 

なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制の模式図は下記のとおりです。 

  



・リスク管理体制の整備の状況 

当社は複数の顧問弁護士及び税理士と顧問契約を結んで法務上の問題にあたっております。また社内にあ

っては、全社CSR・コンプライアンスに関する管理運営規定体系の中に危機管理規定を設け内在するリスク

に対処しております。 

・内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

監査の状況に関しましては、前記模式図のとおり各監査が相互に連動・補完して機能しております。な

お、内部監査室は社長直轄の組織であり平成17年12月31日現在、６名で構成されております。また、内部

監査は作成した計画に基づき定期的に行われております。 

・業務を執行した公認会計士の氏名等 

所属監査法人…あずさ監査法人 

業務執行社員…中里猛志：監査年数１年 

業務執行社員…宮原正弘：監査年数３年 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士：４名 会計士補：４名 その他：１名 

・役員報酬の内容 

取締役に支払った報酬295百万円 

(上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額が68百万円あります。) 

監査役に支払った報酬48百万円 

・監査報酬の内容 

当社の会計監査人であるあずさ監査法人に対する報酬 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項の業務(監査証明業務)に基づく報酬の金額 

② 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役２名と当社の間に、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません 

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

・取締役会及び執行役員会を原則毎月開催し経営の基本事項とその他の重要事項を決定しております。 

・監査役会は適時開催され、監査の方針、業務の分担等を決定しております。 

・内部監査は、本年度に人員の拡充とともに社長直轄の内部監査室として再編し、内部監査体制を整備してお

ります。 

・“個人情報保護法”の施行に伴い全社CSR・コンプライアンスに関する管理運営規定体系の中の個人情報保護

法関連として個人情報保護方針、個人情報保護規定及び顧客情報取扱ルールを策定し情報流出や漏洩が発生

しないよう努めております。 

・当社は中間決算及び決算発表後に開催する決算説明会や個別のスモール・ミーティングを行い投資家やアナ

リストに対し必要情報を提供しております。また、当社のホーム・ページにおいて会社情報及び財務情報等

を掲載してIR活動に努めております。 

  31百万円

上記以外の報酬の金額  2百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)及

び前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12

月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あ

ずさ監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

現金及び預金  9,112 9,251  

受取手形及び売掛金  20,855 21,920  

たな卸資産  21,234 20,581  

繰延税金資産  1,793 3,071  

その他  1,195 1,433  

貸倒引当金  △293 △319  

流動資産合計  53,897 50.5 55,940 47.1

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

建物及び構築物 29,828 28,972    

減価償却累計額 18,040 11,787 17,914 11,057  

土地 ※１  17,034 18,870  

建設仮勘定  ― 37  

その他 6,879 6,008    

減価償却累計額 3,526 3,353 2,958 3,050  

有形固定資産合計  32,175 (30.2) 33,016 (27.8)

２ 無形固定資産  1,151 (1.1) 1,097 (0.9)

３ 投資その他の資産     

投資有価証券 ※２  12,936 24,689  

繰延税金資産  510 28  

その他  6,215 4,293  

貸倒引当金  △208 △218  

投資その他の資産合計  19,453 (18.2) 28,792 (24.2)

固定資産合計  52,780 49.5 62,907 52.9

資産合計  106,677 100.0 118,847 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

支払手形及び買掛金  25,254 23,237  

短期借入金  1,986 3,997  

未払消費税等  329 712  

未払法人税等  3,836 3,768  

賞与引当金  643 653  

返品調整引当金  2,330 2,130  

その他  4,651 5,092  

 流動負債合計  39,032 36.6 39,590 33.3

Ⅱ 固定負債     

長期借入金  8,549 9,670  

長期未払金 ※４  ― 2,445  

繰延税金負債  ― 3,208  

再評価に係る繰延税金 
負債 

※１  1,084 2,335  

退職給付引当金  2,486 1,537  

役員退職金引当金  588 496  

その他  61 133  

 固定負債合計  12,770 12.0 19,827 16.7

負債合計  51,802 48.6 59,417 50.0

(少数株主持分)     

少数株主持分  ― ― ― ―

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  15,002 14.0 15,002 12.6

Ⅱ 資本剰余金  15,056 14.1 15,056 12.7

Ⅲ 利益剰余金  20,352 19.1 20,484 17.2

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１  1,576 1.5 △155 △0.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金  3,051 2.9 9,269 7.8

Ⅵ 為替換算調整勘定  14 0.0 △6 △0.0

Ⅶ 自己株式 ※３  △178 △0.2 △221 △0.2

資本合計  54,875 51.4 59,429 50.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 106,677 100.0 118,847 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  138,272 100.0 136,597 100.0

Ⅱ 売上原価  72,971 52.8 72,727 53.2

売上総利益  65,301 47.2 63,869 46.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  56,270 40.7 54,347 39.8

営業利益  9,031 6.5 9,521 7.0

Ⅳ 営業外収益     

受取利息 6 7    

受取配当金 116 159    

受取保険金 8 1    

受取賃貸料 185 191    

匿名組合投資利益 184 195    

持分法による投資利益 7 ―    

法人税等還付加算金 88 0    

その他 95 692 0.5 175 731 0.5

Ⅴ 営業外費用     

支払利息 258 248    

賃貸費用 55 54    

持分法による投資損失 ― 165    

その他 78 392 0.3 21 490 0.4

 経常利益  9,330 6.7 9,762 7.1

Ⅵ 特別利益     

投資有価証券売却益 0 534    

保険解約返戻金 ― 0 0.0 21 556 0.4

Ⅶ 特別損失     

固定資産除却損 ※２ 102 207    

固定資産売却損 ※３ ― 28    

投資有価証券評価損 0 220    

ゴルフ会員権評価損 ※４ 8 13    

特別退職加算金 ― 116    

退職給付制度 
変更に伴う損失 

※５ ― 111 0.0 6,635 7,223 5.2

税金等調整前 
当期純利益 

 9,219 6.7 3,096 2.3

法人税、住民税 
及び事業税 

3,942 3,677    

法人税等調整額 147 4,089 3.0 △2,060 1,617 1.2

当期純利益  5,130 3.7 1,478 1.1

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 15,046 15,056

Ⅱ 資本剰余金増加高  

   自己株式処分差益 9 9 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 15,056 15,056

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 16,887 20,352

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   当期純利益 5,130 1,478  

   土地再評価差額金取崩額 ― 5,130 284 1,763

Ⅲ 利益剰余金減少高  

   配当金 1,632 1,631  

   役員賞与 33 ―  

   (うち監査役賞与) (3) 1,665 (―) 1,631

Ⅳ 利益剰余金期末残高 20,352 20,484

    



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前当期純利益  9,219 3,096 
減価償却費  2,729 2,317 
貸倒引当金の増減額  31 21 
受取利息及び受取配当金  △123 △167 
匿名組合投資利益  △139 △150 
支払利息  258 248 
持分法による投資損益  △7 165 
固定資産売却損  ― 28 
固定資産除却損  102 204 
投資有価証券売却益  △0 △534 
投資有価証券評価損  0 220 
ゴルフ会員権評価損  8 13 
返品調整引当金の増減額  △200 △200 
賞与引当金の増減額  △61 9 
役員退職金引当金の増減額  39 △91 
退職給付引当金の増減額  △1,378 △948 
売上債権の増減額  2,150 △1,055 
たな卸資産の増減額  △2,710 652 
その他流動資産の増減額  96 △23 
仕入債務の増減額  △888 △2,016 
その他流動負債の増減額  △613 816 
役員賞与の支給額  △33 ― 
その他 ※２ 22 2,706 
 小計  8,502 5,313 
利息及び配当金の受取額  122 168 
利息の支払額  △262 △240 
法人税等の支払額  △27 △3,991 
法人税等の還付額  3,311 13 
 営業活動によるキャッシュ・フロー  11,646 1,263 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
有形固定資産の取得による支出  △1,684 △4,087 
有形固定資産の売却による収入  ― 831 
投資有価証券の取得による支出  △12 △326 
投資有価証券の売却による収入  0 961 
無形固定資産の取得による支出  △119 △76 
貸付けによる支出  △74 △259 
貸付金の回収による収入  75 83 
長期前払費用の増加による支出  △3 △2 
敷金・保証金の増加による支出  △49 △133 
敷金・保証金の減少による収入  33 437 
その他  36 46 
 投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,797 △2,525 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額  △1,500 ― 
長期借入れによる収入  ― 5,150 
長期借入金の返済による支出  △3,778 △2,018 
自己株式の売却による収入  5 1 
自己株式の取得による支出  △34 △44 
親会社による配当金の支払額  △1,632 △1,631 
 財務活動によるキャッシュ・フロー  △6,939 1,456 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  5 △25 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  2,915 168 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  6,167 9,082 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 9,082 9,251 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

   子会社８社のうち、次の５社を連結子会社として

おります。 

   サンヨーアパレル㈱ 

   ㈱サンヨーロジスティクス 

   サンヨーゼネラルサービス㈱ 

   サンヨーショウカイニューヨーク,INC. 

   サンヨーショウカイミラノS.p.A. 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

   子会社６社のうち、次の４社を連結子会社として

おります。 

   サンヨーアパレル㈱ 

   サンヨーゼネラルサービス㈱ 

   サンヨーショウカイニューヨーク,INC. 

   サンヨーショウカイミラノS.p.A. 

   なお、㈱サンヨーロジスティクスは当連結会計年

度において清算しておりますが、清算時点までの損

益計算書については連結しております。 

 (2) 非連結子会社の名称等 

   非連結子会社は㈱新潟サンヨーソーイング、㈱新

津サンヨーソーイング及び㈱宮城サンヨーソーイン

グの３社であります。 

   連結の範囲から除いた理由 

   非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

  

 (2) 非連結子会社の名称等 

   非連結子会社は㈱新潟サンヨーソーイング及び㈱

サンヨーエクセルの２社であります。 

   なお、前連結会計年度まで非連結子会社(持分法

適用会社)であった㈱宮城サンヨーソーイングと㈱

新津サンヨーソーイングは、平成17年４月１日をも

って合併し、新たに商号を㈱サンヨーエクセルに変

更しております。 

   連結の範囲から除いた理由 

   非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会社は次の３社であり

ます。 

   ㈱新潟サンヨーソーイング 

   ㈱新津サンヨーソーイング 

   ㈱宮城サンヨーソーイング 

   なお、前連結会計年度まで持分法適用関連会社で

あった㈱宮城サンヨーソーイングは、当連結会計年

度において株式の追加購入により非連結子会社にな

っております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会社は次の２社であり

ます。 

   ㈱新潟サンヨーソーイング 

   ㈱サンヨーエクセル 

    

 (2) 関連会社３社は、全て持分法を適用しておりま

す。 

   ㈱サンヨー・インダストリー 

   ㈱サンヨーソーイング 

   ㈱岩手サンヨーソーイング 

   持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度にかかる財務

諸表を使用しております。 

  

 (2) 関連会社３社は、全て持分法を適用しておりま

す。 

   ㈱サンヨー・インダストリー 

   ㈱サンヨーソーイング 

   ㈱岩手サンヨーソーイング 

   持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度にかかる財務

諸表を使用しております。 

  

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

  連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致して

おります。 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  (イ)有価証券 
    その他有価証券 
     時価のあるもの  ……決算日の市場価格等

に基づく時価法(評
価差額は、全部資本
直入法により処理
し、売却原価は移動
平均法により算定) 

     時価のないもの  ……移動平均法に基づく
原価法 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  (ロ)デリバティブ    ……時価法 
  (ハ)たな卸資産 
    商品及び製品・仕掛品 ……先入先出法に基づ 
    並びに貯蔵品       く原価法 
    原材料        ……最終仕入原価法に

基づく原価法 
   なお、季越の商品及び製品については販売可能価
格を基準として評価換を実施しております。これに
よる評価損は売上原価に含めて処理しております。 

４ 会計処理基準に関する事項
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  (イ)有価証券 
    その他有価証券 
     時価のあるもの  ……同左 
  
  
  
  
  
     時価のないもの  ……移動平均法に基づく

原価法 
なお、投資事業有限
責任組合及びそれに
類する組合への出資
(証券取引法第２条
第２項により有価証
券とみなされるも
の)については、組
合契約に規定される
決算報告日に応じて
入手可能な最近の決
算書を基礎とし、持
分相当額を純額で取
り込む方法によって
おります。 

  
  (ロ)デリバティブ    ……同左 
  (ハ)たな卸資産 
    商品及び製品・仕掛品 ……同左 
    並びに貯蔵品 
    原材料        ……同左 
  
   なお、季越の商品及び製品については販売可能価
格を基準として評価換を実施しております。これに
よる評価損は売上原価に含めて処理しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  (イ)有形固定資産 
    定率法によっております。ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物(建物附属設備は除く)に
ついては、定額法によっております。 

    また、海外連結子会社２社は定額法によってお
ります。 

    なお、当社及び国内連結子会社における耐用年
数及び残存価額については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっております。 

    上記の他、「その他」に含まれる一部の売場造
作については、その特性により経済的耐用年数
(３年)で定額法により償却しております。 

  (ロ)無形固定資産 
    定額法によっております。 
    なお、当社及び国内連結子会社における耐用年

数については、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。ただし、ソフトウェア
(自社利用分)については、社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額法によっております。 

  (ハ)長期前払費用 
    定額法によっております。 
    なお、当社及び国内連結子会社における償却期

間については、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  (イ)有形固定資産 
     同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  (ロ)無形固定資産 
     同左 
  
  
  
  
  
  (ハ)長期前払費用 
     同左 

  
  



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  (イ)貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に対処するため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準
  (イ)貸倒引当金 
     同左 

  
  

  (ロ)賞与引当金 

    従業員賞与の支給に対処して実支給見込額を基

準として計上しております。 

  (ロ)賞与引当金 

     同左 

  

  (ハ)返品調整引当金 

    連結会計年度末日後に予想される売上返品によ

る損失に対処するため、過去の返品率等を勘案し

た将来の返品による損失予想額を計上しておりま

す。 

  (ハ)返品調整引当金 

     同左 

  

  (ニ)退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産に基づ

き、当連結会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。 

    また、数理計算上の差異については、各連結会

計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法により按分した

額を、それぞれ発生時の翌連結会計年度から費用

処理することとしております。 

  (ニ)退職給付引当金 

     同左 

  

  (ホ)役員退職金引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

  (ホ)役員退職金引当金 

     同左 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

   なお、海外連結子会社の資産及び負債、収益及び

費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

    同左 

  

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用しております。 

    なお、為替予約取引については、振当処理の要

件を満たしている場合は振当処理を、金利スワッ

プについては特例処理の要件を満たしている場合

は特例処理を採用しております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

     同左 

  

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段……為替予約取引及び金利スワップ

取引 

    ヘッジ対象……外貨建営業債権債務及び借入金

の支払金利 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 

  

  (ハ)ヘッジ方針 

    内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為

替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしてお

ります。 

  (ハ)ヘッジ方針 

     同左 

  

  (ニ)ヘッジの有効性評価の方法 

    金利スワップ取引においては、取引すべてにつ

いてヘッジに高い有効性が明らかに認められるた

め、有効性の判定を省略しております。 

    また、為替予約についても、将来の取引予定

(輸出及び輸入)に基づくものであり、実行の可能

性が極めて高いため有効性の判定を省略しており

ます。 

  (ニ)ヘッジの有効性評価の方法 

     同左 

  

 (7) 消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。 

  

 (7) 消費税等の会計処理 

    同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。 

  

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。 

  

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書における利益処分額については、

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて計上し

ております。 

  

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資からなっております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(企業会計審議会 平成14年８月９日)及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日)の早期適用が可能と

なったため、該当する会計処理を変更しております。 

 なお、この会計基準適用に伴う影響額はありません。 

――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度まで営業外費用「その他」に含めて表

示しておりました「賃貸費用」は営業外費用の合計額の

100分の10を超えることとなったため、当連結会計年度

より区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「賃貸費用」は24百万円であ

ります。 

――――― 

――――― (連結貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、同年12月１

日より適用されたこと、及び「金融商品会計に関する実

務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15

日付で改正されたことに伴い、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資(証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの)を前連結会計年度ま

で投資その他の資産の「その他」に含めて表示しており

ましたが、当連結会計年度より「投資有価証券」に含め

て表示しております。 

 なお、当連結会計年度の「投資有価証券」に含まれる

当該出資の額は、1,671百万円であり、前連結会計年度

の投資その他の資産「その他」に含まれる当該出資の額

は、1,520百万円であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――――― (外形標準課税制度の導入について) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が245百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

それぞれ同額減少しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

※１ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づき事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利

益に関連する金額を課税標準とする税金に相当す

る金額である繰延税金負債を負債の部に計上し、

当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差

額金として資本の部に計上しております。 

  

   同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合

理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

再評価を行った土地の 

当期末における時価と 

再評価後の帳簿価額 

との差額 

△927百万円

※１ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づき事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利

益に関連する金額を課税標準とする税金に相当す

る金額である繰延税金負債を負債の部に計上し、

当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差

額金として資本の部に計上しております。 

  

   同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合

理的な調整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

再評価を行った土地の 

当期末における時価と 

再評価後の帳簿価額 

との差額 

△672百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対する主な資産は次

の通りであります。 

  科目 金額(百万円) 

資

産 
投資有価証券(株式) 191 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対する主な資産は次

の通りであります。 

  科目 金額(百万円) 

資

産
投資有価証券(株式) 98 

※３ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る連結財務諸表提出会社の株式の数 

普通株式 311,730株

※３ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る連結財務諸表提出会社の株式の数 

普通株式 371,540株

※４         ――――― ※４ 長期未払金は確定拠出年金を含む新たな退職給付

制度への移行損失等の未払額2,445百万円であり

ます。 

○連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日は金融機関の休業日ですが、連結会

計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。当連結

会計年度末日満期手形は次のとおりであります。 

受取手形 217百万円

○連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日は金融機関の休業日ですが、連結会

計年度末日満期手形の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。当連結

会計年度末日満期手形は次のとおりであります。 

受取手形 154百万円

○債務保証 

㈱サンヨー・インダスト

リー 
126百万円 銀行等借入保証

㈱サンヨーソーイング 76百万円 〃 

計 202百万円   

○債務保証 

㈱サンヨー・インダスト

リー 
140百万円 銀行等借入保証 



(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ このうち販売費及び一般管理費の主要な費目と金

額は次の通りであります。 

給料手当 28,981百万円

広告宣伝費 6,210百万円

賞与引当金繰入額 462百万円

退職給付費用 1,417百万円

役員退職金引当金繰入額 77百万円

減価償却費 2,181百万円

貸倒引当金繰入額 45百万円

※１ このうち販売費及び一般管理費の主要な費目と金

額は次の通りであります。 

給料手当 28,035百万円

広告宣伝費 5,518百万円

賞与引当金繰入額 468百万円

退職給付費用 994百万円

役員退職金引当金繰入額 65百万円

減価償却費 1,968百万円

貸倒引当金繰入額 33百万円

※２ 固定資産除却損の主なものは店舗改装及び撤退の

ための建物附属設備等の除却損101百万円であり

ます。 

※２ 固定資産除却損の主なものは店舗改装及び撤退の

ための建物附属設備等の除却損202百万円であり

ます。 

※３        ――――― 

  

※３ 固定資産売却損は建物及び土地の売却損でありま

す。 

※４ ゴルフ会員権評価損には、預託金に係る貸倒引当

金繰入額１百万円が含まれております。 

※４ ゴルフ会員権評価損には、預託金に係る貸倒引当

金繰入額13百万円が含まれております。 

※５        ――――― ※５ 退職給付制度変更に伴う損失は総合設立型の東京

既製服厚生年金基金からの脱退に伴う特別掛金

3,636百万円及び確定拠出年金を含む新たな退職

給付制度への移行損失等2,999百万円でありま

す。 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成16年12月31日現在) 

現金及び預金勘定 9,112百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △30百万円

現金及び現金同等物 9,082百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に記載されている現金及び預金勘定の残高と

は一致しております。 

※２        ――――― ※２ 営業活動によるキャッシュ・フロー「その他」に

は確定拠出年金を含む新たな退職給付制度への移

行損失等の長期未払金増加額2,445百万円が含ま

れております。 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 (1) 借手側 

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

 (1) 借手側 

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

(有形固定資産)     

その他 4,142 2,118 2,024

合計 4,142 2,118 2,024

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

(有形固定資産)    

その他 3,366 2,141 1,225

合計 3,366 2,141 1,225

  ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,149百万円

１年超 907百万円

合計 2,057百万円

  ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 747百万円

１年超 496百万円

合計 1,244百万円

  ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 1,169百万円

減価償却費相当額 1,121百万円

支払利息相当額 51百万円

  ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 1,235百万円

減価償却費相当額 1,188百万円

支払利息相当額 34百万円

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

  ⑤ 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

  ⑤ 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (2) 貸主側 

  ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期

末残高 

 (2) 貸主側 

  ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期

末残高 

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円) 

(有形固定資産)     

その他 11 9 2

合計 11 9 2

取得価額
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

(有形固定資産)    

その他 7 7 0

合計 7 7 0

  ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1百万円

１年超 0百万円

合計 2百万円

  ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 0百万円

１年超 ―百万円

合計 0百万円

  ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 2百万円

減価償却費 2百万円

受取利息相当額 0百万円

  ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 1百万円

減価償却費 1百万円

受取利息相当額 0百万円

  ④ 利息相当額の算定方法 

    リース料総額と見積残存価額の合計額からリー

ス物件の購入価額を控除した額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、利息法によっ

ております。 

  ④ 利息相当額の算定方法 

    リース料総額と見積残存価額の合計額からリー

ス物件の購入価額を控除した額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、利息法によっ

ております。 

オペレーティング・リース取引 

 (1) 借手側 

   未経過リース料 

１年以内 293百万円

１年超 1,571百万円

合計 1,864百万円

オペレーティング・リース取引 

 (1) 借手側 

   未経過リース料 

１年以内 290百万円

１年超 1,280百万円

合計 1,571百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

 

 株式 6,541 11,695 5,154

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

 

 株式 25 21 △3

計 6,566 11,717 5,150

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,028



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

 

 株式 6,030 21,686 15,655

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

 

 株式 351 341 △10

計 6,382 22,028 15,645

売却額(百万円) 
売却益の合計額
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

961 534 ―

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

 非上場株式 891

 投資事業有限責任組合出資 1,671

計 2,562



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

当社グループは、輸出入取引に係わる為替変動のリスクに備えるため外貨建債権債務について為替予約取引を行

っております。 

また、変動金利払いの一部の長期借入金については、長期資金の借入時に金利スワップ及びキャップ取引を行っ

ております。 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約取引及び金利スワップ取引 

ヘッジ対象……外貨建営業債権債務及び借入金の支払金利 

③ ヘッジ方針 

内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引においては、取引すべてについてヘッジに高い有効性が明らかに認められるため、有効性の

判定を省略しております。 

また、為替予約についても、将来の取引予定（輸出及び輸入）に基づくものであり、実行の可能性が極めて高

いため有効性の判定を省略しております。 

(2) 取組方針及び取引に係るリスクの内容 

当社グループは、先物為替予約は輸出入相当額のみ利用しており、金利関連のデリバティブ取引は、変動金利を

固定金利又は上限金利に固定するもので、市場金利の変動リスクを回避するのが目的であります。 

金利関連のデリバティブ取引については、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高い取引は行わない方針であり

ます。 

なお、このデリバティブの契約先は信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるリスクはほ

とんどないと認識しております。 

(3) 取引に係るリスク管理体制 

先物為替予約は、社内規程に基づき海外営業部で行っておりますが、経理財務部で毎月海外営業部より為替予約

状況の報告を受け内容の確認を行うとともに、定期的に取引銀行より為替予約内容に関する確認状の回答を入手す

ることでリスク管理しております。 

また、金利関連のデリバティブ取引は、社内規程に基づき、経理財務部で実行・管理しております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されるため、記載の対象から除いており

ます。 

  



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

当社グループは、輸出入取引に係わる為替変動のリスクに備えるため外貨建債権債務について為替予約取引を行

っております。 

また、変動金利払いの一部の長期借入金については、長期資金の借入時に金利スワップ及びキャップ取引を行っ

ております。 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……為替予約取引及び金利スワップ取引 

ヘッジ対象……外貨建営業債権債務及び借入金の支払金利 

③ ヘッジ方針 

内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引においては、取引すべてについてヘッジに高い有効性が明らかに認められるため、有効性の

判定を省略しております。 

また、為替予約についても、将来の取引予定（輸出及び輸入）に基づくものであり、実行の可能性が極めて高

いため有効性の判定を省略しております。 

(2) 取組方針及び取引に係るリスクの内容 

当社グループは、先物為替予約は輸出入相当額のみ利用しており、金利関連のデリバティブ取引は、変動金利を

固定金利又は上限金利に固定するもので、市場金利の変動リスクを回避するのが目的であります。 

金利関連のデリバティブ取引については、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高い取引は行わない方針であり

ます。 

なお、このデリバティブの契約先は信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるリスクはほ

とんどないと認識しております。 

(3) 取引に係るリスク管理体制 

先物為替予約は、社内規程に基づき海外営業ディヴィジョンで行っておりますが、経理財務部で毎月海外営業デ

ィヴィジョンより為替予約状況の報告を受け内容の確認を行うとともに、定期的に取引銀行より為替予約内容に関

する確認状の回答を入手することでリスク管理しております。 

また、金利関連のデリバティブ取引は、社内規程に基づき、経理財務部で実行・管理しております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されるため、記載の対象から除いており

ます。 

  



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度(総合設立型の東京既製服厚生年金

基金等に加盟)及び適格退職年金制度を設けております。 

なお、当社は昭和46年８月１日をもって適格退職年金制度に移行しており、会社規程による退職金の全額をこれに

より給付することとしております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成16年12月31日現在) 

(注) 厚生年金基金は総合設立型のため、上記金額には含めておりません。 

なお、同基金に係る年金資産の額は28,247百万円であり、掛金拠出割合により計算しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成16年１月１日 至平成16年12月31日) 

(注) 厚生年金基金に係る退職給付費用は1,084百万円であり、同金額は同基金への拠出額を用いており、従業員拠出額を控除して

おります。 

  

４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

(注) 発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生時の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。 

  

① 退職給付債務   △15,761百万円 

② 年金資産   11,630百万円 

③ 未積立退職給付債務(①＋②)   △4,131百万円 

④ 未認識数理計算上の差異   1,659百万円 

⑤ 合計(③＋④)   △2,471百万円 

⑥ 前払年金費用   14百万円 

⑦ 退職給付引当金(⑤－⑥)   △2,486百万円 

① 勤務費用(注)   1,841百万円 

② 利息費用   292百万円 

③ 期待運用収益   △336百万円 

④ 数理計算上の差異の費用処理額   204百万円 

⑤ 退職給付費用(①＋②＋③＋④)   2,001百万円 

① 割引率   2.00％

② 期待運用収益率   3.50％

③ 退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準

④ 数理計算上の差異の処理年数   10年



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度(総合設立型の東京既製服厚生年

金基金等に加盟)及び適格退職年金制度を設けておりましたが、平成17年６月１日付けで東京既製服厚生年金基金か

ら脱退が認可されたため、それに代わる新制度として基金加算分相当額に関し契約社員、販売社員、販売員等につ

いては、給料へ上乗せして支払う制度を導入し、社員及び常勤嘱託については平成18年１月１日より確定拠出年金

制度を導入する予定です。 

なお、当社は昭和46年８月１日をもって適格退職年金制度に移行しており、会社規程による退職金の全額をこれ

により支給することとしております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年12月31日現在) 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

(注) 厚生年金基金脱退までに係る退職給付費用は465百万円であり、同金額は同基金への拠出額を用いており、従業員拠出額を控

除しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

(注) 発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生時の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。 

  

① 退職給付債務   △15,648百万円 

② 年金資産   14,531百万円 

③ 未積立退職給付債務(①＋②)   △1,117百万円 

④ 未認識数理計算上の差異   △420百万円 

⑤ 合計(③＋④)   △1,537百万円 

⑥ 前払年金費用   ―百万円 

⑦ 退職給付引当金(⑤－⑥)   △1,537百万円 

① 勤務費用(注)   1,260百万円 

② 利息費用   301百万円 

③ 期待運用収益   △406百万円 

④ 数理計算上の差異の費用処理額   209百万円 

⑤ 退職給付費用(①＋②＋③＋④)   1,365百万円 

① 割引率   2.00％

② 期待運用収益率   3.50％

③ 退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準

④ 数理計算上の差異の処理年数(注)   10年



(税効果会計関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産) 

 貸倒引当金繰入超過額 199百万円

 繰延資産償却超過額 674百万円

 棚卸資産評価損否認額 1,019百万円

 退職給付引当金繰入超過額 1,009百万円

 役員退職金引当金繰入超過額 239百万円

 繰越欠損金 486百万円

 その他 1,853百万円

繰延税金資産小計 5,483百万円

 評価性引当額 △1,018百万円

繰延税金資産合計 4,464百万円

(繰延税金負債) 

 その他有価証券評価差額金 △2,098百万円

 その他 △61百万円

繰延税金負債合計 △2,160百万円

繰延税金資産の純額 2,304百万円

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)  

貸倒引当金繰入超過額 215百万円

返品調整引当金繰入超過額 867百万円

繰延資産償却超過額 533百万円

棚卸資産評価損否認額 1,013百万円

退職給付引当金繰入超過額 622百万円

役員退職金引当金繰入超過額 202百万円

退職給付制度変更に伴う
 損失否認額 

1,188百万円

繰越欠損金 502百万円

その他 2,234百万円

繰延税金資産小計 7,380百万円

評価性引当額 △1,063百万円

繰延税金資産合計 6,316百万円

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △6,375百万円

その他 △49百万円

繰延税金負債合計 △6,425百万円

繰延税金負債の純額 △108百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異があるときの当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

  

法定実効税率 42.0％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

1.3％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△0.2％

住民税均等割等 0.6％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

44.4％

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異があるときの当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

4.0％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△1.0％

住民税均等割等 1.7％

持分法による投資損失 2.2％

評価性引当額の増減 2.2％

その他 2.4％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

52.2％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日まで) 

 全セグメントの売上高の合計、営業損益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「衣料品等繊維製品

事業」の割合がいずれも90％を超えているため、その記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日まで) 

 全セグメントの売上高の合計、営業損益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「衣料品等繊維製品

事業」の割合がいずれも90％を超えているため、その記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日まで) 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％

を超えているため、その記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日まで) 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％

を超えているため、その記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日まで) 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日まで) 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 損害保険料の支払いは全て一般取引と同様であります。 

２ 建物の賃貸借等は近隣の家賃を参考にして、同等の価格によっております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

中瀬雅通 ― ― 当社代表取
締役会長 

(被所有)
直接0.07

― ― 建物の賃貸 6 ― ―

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
( 当 該
会社等
の子会
社を含
む) 

㈱サンウ
ェルネス 

東京都 
新宿区 12 損害保険代

理店業 
(被所有)
直接2.75

なし
損害保険
料の取次 

損害保険料
の支払い 121 ― ―



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 損害保険料の支払いは全て一般取引と同様であります。 

２ 建物の賃貸借等は近隣の家賃を参考にして、同等の価格によっております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

中瀬雅通 ― ― 当社代表取
締役会長 

(被所有)
直接0.07

― ― 建物の賃貸 6 ― ―

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
( 当 該
会社等
の子会
社を含
む) 

㈱サンウ
ェルネス 

東京都 
新宿区 12 損害保険代

理店業 
(被所有)
直接2.62

なし
損害保険
料の取次 

損害保険料
の支払い 128 ― ―



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 403円73銭 １株当たり純資産額 437円43銭

１株当たり当期純利益 37円74銭 １株当たり当期純利益 10円88銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 潜在株式がないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 潜在株式がないため記載しておりません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 連結損益計算書上の当期純利益 5,130百万円

 普通株式に係る当期純利益 5,130百万円

 普通株主に帰属しない金額 ―百万円

 普通株式の期中平均株式数 135,918千株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎  

連結損益計算書上の当期純利益 1,478百万円

普通株式に係る当期純利益 1,478百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式の期中平均株式数 135,889千株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率は、期末時の借入残高及び借入利率による加重平均によって算出しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,986 3,997 1.696 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

8,549 9,670 1.461
平成19年３月31日～
平成22年11月29日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 10,535 13,667 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 328 4,342 ― 5,000



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      
Ⅰ 流動資産     
１ 現金及び預金  7,634 7,783  
２ 受取手形  2,958 2,153  
３ 売掛金 ※５  18,394 20,632  
４ 商品及び製品  20,082 19,060  
５ 原材料  388 391  
６ 仕掛品  113 90  
７ 貯蔵品  5 ―  
８ 前払費用  547 630  
９ 前渡金  27 38  
10 未収入金  532 451  
11 繰延税金資産  1,770 2,985  
12 その他  18 14  
貸倒引当金  △284 △309  
流動資産合計  52,191 51.0 53,922 47.1

Ⅱ 固定資産     
(1) 有形固定資産     
１ 建物 27,879 26,998    

減価償却累計額 17,079 10,799 16,932 10,066  
２ 構築物 1,152 1,109    

減価償却累計額 783 368 765 343  
３ 機械及び装置 142 139    

減価償却累計額 129 12 129 9  
４ 器具及び備品 5,538 5,428    

減価償却累計額 2,464 3,074 2,450 2,977  
５ 土地 ※１  15,020 16,856  
６ 建設仮勘定  ― 37  
有形固定資産合計  29,274 (28.6) 30,290 (26.5)

(2) 無形固定資産     
１ 借地権  695 695  
２ 商標権  29 25  
３ ソフトウェア  303 255  
４ その他  118 116  
無形固定資産合計  1,146 (1.1) 1,092 (0.9)

(3) 投資その他の資産    
１ 投資有価証券  12,745 24,590  
２ 関係会社株式  423 378  
３ 関係会社長期貸付金  375 366  
４ 出資金  1,523 2  
５ 破産債権・更生債権 
  その他これらに準ずる
債権 

 15 5  

６ 長期前払費用  0 ―  
７ 差入保証金 ※５  4,073 3,754  
８ ゴルフ会員権  427 426  
９ 繰延税金資産  501 ―  
10 その他  27 30  
貸倒引当金  △402 △409  
投資その他の資産合計  19,712 (19.3) 29,145 (25.5)
固定資産合計  50,133 49.0 60,529 52.9
資産合計  102,324 100.0 114,451 100.0

      



  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  4,924 5,155  

２ 買掛金  20,284 17,989  

３ 一年内返済予定 
長期借入金 

 1,357 3,717  

４ 未払金  139 650  

５ 未払費用  3,799 3,572  

６ 未払消費税等  289 721  

７ 未払法人税等  3,832 3,593  

８ 預り金  561 673  

９ 賞与引当金  631 644  

10 返品調整引当金  2,330 2,130  

11 その他  0 5  

流動負債合計  38,150 37.3 38,853 33.9

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  6,269 7,170  

２ 長期未払金 ※６  ― 2,433  

３ 長期預り保証金  24 24  

４ 繰延税金負債  ― 3,211  

５ 再評価に係る繰延税金 
  負債 

※１  1,084 2,335  

６ 退職給付引当金  2,419 1,475  

７ 役員退職金引当金  588 496  

８ 関係会社事業損失引当金  ― 98  

固定負債合計  10,385 10.1 17,243 15.1

負債合計  48,536 47.4 56,097 49.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  15,002 14.7 15,002 13.1

Ⅱ 資本剰余金     

(1) 資本準備金  3,800 3,800  

(2) その他資本剰余金     

資本準備金減少差益 11,240 11,240 11,240 11,240  

資本剰余金合計  15,040 14.7 15,040 13.1

Ⅲ 利益剰余金     

(1) 任意積立金     

別途積立金 9,750 9,750 9,750 9,750  

(2) 当期未処分利益  9,528 9,650  

利益剰余金合計  19,278 18.9 19,400 17.0

Ⅳ 土地再評価差額金 
※１ 
※４ 

 1,576 1.5 △155 △0.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※４  3,051 3.0 9,269 8.1

Ⅵ 自己株式 ※３  △161 △0.2 △204 △0.2

資本合計  53,788 52.6 58,354 51.0

負債・資本合計  102,324 100.0 114,451 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  136,195 100.0 134,730 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 商品及び製品期首棚卸高 17,480 20,082   

２ 当期商品及び製品仕入高 54,281 50,815   

３ 当期製品製造原価 21,361 21,420   

合計 93,122 92,317   

４ 他勘定振替高 ※１ 41 37   

５ 商品及び製品期末棚卸高 20,082 72,998 53.5 19,060 73,219 54.3

売上総利益  63,196 46.5 61,511 45.7

返品調整引当金繰入額 2,330 2,130   

同上 戻入額 △2,530 △200 0.1 △2,330 △200 0.1

差引売上総利益  63,396 46.6 61,711 45.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 運賃荷造費 1,366 1,255   

２ 広告宣伝費 5,718 5,158   

３ 給料賞与手当 28,200 27,365   

４ 賞与引当金繰入額 447 459   

５ 役員退職金引当金繰入額 77 65   

６ 福利厚生費 2,730 2,776   

７ 退職給付費用 1,395 953   

８ 減価償却費 2,005 1,881   

９ 業務委託費 4,470 4,385   

10 機械設備等賃借料 1,473 1,350   

11 貸倒引当金繰入額 44 30   

12 その他 ※２ 6,619 54,548 40.1 6,908 52,590 39.0

営業利益  8,848 6.5 9,120 6.8

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※２ 6 9   

２ 受取配当金 116 159   

３ 受取賃貸料 ※２ 204 208   

４ 受取保険金 6 1   

５ 匿名組合投資利益 184 195   

６ 法人税等還付加算金 86 0   

７ その他 31 636 0.5 93 668 0.5

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 201 198   

２ 賃貸費用 60 59   

３ 貸倒引当金繰入額 78 ―   

４ その他 76 417 0.3 21 278 0.2

経常利益  9,067 6.7 9,509 7.1



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益 0 534   

２ 関係会社清算配当金 ― 0 0.0 119 654 0.4

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※３ 87 196   

２ 固定資産売却損 ※４ ― 28   

３ 投資有価証券評価損 0 220   

４ ゴルフ会員権評価損 ※５ 8 13   

５ 関係会社株式評価損 ― 14   

６ 関係会社事業損失引当金
繰入額 

― 98   

７ 退職給付制度変更に伴う
損失 

※６ ― 96 0.1 6,594 7,167 5.3

税引前当期純利益  8,971 6.6 2,996 2.2

法人税、住民税 
及び事業税 

3,930 3,500   

法人税等調整額 133 4,063 3.0 △1,973 1,526 1.1

当期純利益  4,908 3.6 1,469 1.1

前期繰越利益  4,619 7,896 

土地再評価差額金取崩額  ― 284 

当期未処分利益  9,528 9,650 

     



製造原価明細書 

  

(注) 原価計算の方法 

標準原価による組別総合原価計算によっており、原価差額は期末に売上原価及び棚卸資産に配賦調整しております。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   4,658 21.8 4,497 21.0

Ⅱ 労務費   5,387 25.2 5,318 24.9

Ⅲ 経費   11,355 53.0 11,580 54.1

(うち外注加工費)   (1,685) (1,534)  

当期総製造費用   21,401 100.0 21,396 100.0

仕掛品期首棚卸高   73 113  

計   21,475 21,510  

仕掛品期末棚卸高   113 90  

当期製品製造原価   21,361 21,420  

       



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は利益処分が決議された定時株主総会承認日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年３月30日) 
当事業年度 

(平成18年３月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 9,528 9,650

Ⅱ 利益処分額  

  配当金 1,631 1,631 1,630 1,630

Ⅲ 次期繰越利益 7,896 8,019

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

子会社株式及び 
関連会社株式 

移動平均法に基
づく原価法 
  

その他有価証券   
時価のあるもの 決算日の市場価

格等に基づく時
価法(評価差額
は全部資本直入
法により処理
し、売却原価は
移動平均法によ
り算定) 

時価のないもの 移動平均法に基
づく原価法 

子会社株式及び 
関連会社株式 

同左 
  
  

その他有価証券   
時価のあるもの 同左 

  
  
  
  
  
  
  

時価のないもの 移動平均法に基
づく原価法 
なお、投資事業
有限責任組合及
びそれに類する
組合への出資
(証券取引法第
２条第２項によ
り有価証券とみ
なされるもの)
については組合
契約に規定され
る決算報告日に
応じて入手可能
な最近の決算書
を基礎とし、持
分相当額を純額
で取り込む方法
によっておりま
す。 

２ デリバティブなどの資産
の評価基準及び評価方法 

デリバティブ 時価法 デリバティブ 同左 

３ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

なお、季越の商品及び製品については
販売可能価格を基準として評価換を実
施することとしており、これによる評
価損は売上原価に含めて処理しており
ます。(評価損計上額2,435百万円) 

商品及び製品・
仕掛品並びに貯
蔵品 

先入先出法に基
づく原価法 

原材料 最終仕入原価法
に基づく原価法

なお、季越の商品及び製品については
販売可能価格を基準として評価換を実
施することとしており、これによる評
価損は売上原価に含めて処理しており
ます。(評価損計上額1,700百万円) 

商品及び製品・
仕掛品並びに貯
蔵品 

先入先出法に基
づく原価法 

原材料 最終仕入原価法
に基づく原価法 

４ 固定資産の減価償却の方
法 

有形固定資産 
定率法によっております。 
ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物(建物附属設備は除く)に
ついては定額法によっております。 
なお、耐用年数及び残存価額につい
ては、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。 
上記の他、「器具及び備品」に含ま
れる売場造作については、その特性
により経済的耐用年数(３年)で定額
法により償却しております。 

有形固定資産 
同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  無形固定資産 
定額法によっております。 
なお、耐用年数については、法人税
法に規定する方法と同一の基準によ
っております。 
ただし、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期
間(５年)に基づく定額法によってお
ります。 

無形固定資産 
同左 

  長期前払費用 
定額法によっております。 
なお、償却期間については、法人税
法に規定する方法と同一の基準によ
っております。 

長期前払費用 
同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損失に対処す
るため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 賞与引当金 
  従業員賞与の支給に対処して実支
給見込額を基準として計上してお
ります。 

(2) 賞与引当金 
同左 

  (3) 役員退職金引当金 
  役員の退職慰労金の支出に備え
て、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。 

(3) 役員退職金引当金 
同左 

  (4) 返品調整引当金 
  期末日後に予想される売上返品に
よる損失に対処するため、過去の
返品率等を勘案した将来の返品に
よる損失予想額を計上しておりま
す。 

(4) 返品調整引当金 
同左 

  (5) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、
当期末における退職給付債務及び
年金資産に基づき、当期末におい
て発生していると認められる額を
計上しております。 

  また、数理計算上の差異について
は、各期の発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生時の翌期から
費用処理することとしておりま
す。 

(5) 退職給付引当金 
同左 

    (6) 関係会社事業損失引当金 
  関係会社の事業の損失に備えるた
め、関係会社に対する出資金額及
び債権金額を超えて、当社が負担
することとなる損失見込額を計上
しております。 

６ 外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。 

同左 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

  なお、為替予約取引については、

振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用して

おります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段……為替予約取引及び

金利スワップ取引 

  ヘッジ対象……外貨建営業債権債

務及び借入金の支

払金利 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  (3) ヘッジ方針 

  内部規程で定めるリスク管理方法

に基づき、為替変動リスク及び金

利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  (4) ヘッジの有効性評価の方法 

  金利スワップ取引においては、取

引すべてについてヘッジに高い有

効性が明らかに認められるため、

有効性の判定を省略しておりま

す。 

  また、為替予約についても、将来

の取引予定(輸出及び輸入)に基づ

くものであり、実行の可能性が極

めて高いため、有効性の判定を省

略しております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理について 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理について 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当期から「固定資産の減損に係る会計基準」(企業会

計審議会 平成14年８月９日)及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)の早期適用が可能となったた

め、該当する会計処理を変更しております。 

 なお、この会計基準適用に伴う影響額はありません。 

――――― 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(損益計算書) 

 前事業年度まで営業外費用「その他」に含めて表示し

ておりました「賃貸費用」及び「貸倒引当金繰入額」は

営業外費用の合計額の100分の10を超えることとなった

ため、当事業年度より区分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「賃貸費用」は29百万円、「貸倒

引当金繰入額」は35百万円であります。 

――――― 

――――― (貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、同年12月１

日より適用されたこと、及び「金融商品会計に関する実

務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15

日付で改正されたことに伴い、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資(証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの)を前事業年度まで投

資その他の資産の「出資金」に含めて表示しておりまし

たが、当事業年度より「投資有価証券」に含めて表示し

ております。 

 なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当該

出資の額は、1,671百万円であり、前事業年度の投資そ

の他の資産「出資金」に含まれる当該出資の額は、

1,520百万円であります。 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

――――― (外形標準課税制度の導入について) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が240百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞ

れ同額減少しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

※１ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づき事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利

益に関連する金額を課税標準とする税金に相当す

る金額である繰延税金負債を負債の部に計上し、

当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差

額金として資本の部に計上しております。 

  

   同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合

理的な調整を行って算出しております。 

  

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

再評価を行った土地の 
当期末における時価と 
再評価後の帳簿価額 
との差額 

△927百万円

※１ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31

日公布法律第34号)に基づき事業用の土地の再評

価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利

益に関連する金額を課税標準とする税金に相当す

る金額である繰延税金負債を負債の部に計上し、

当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差

額金として資本の部に計上しております。 

  

   同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算出した価額に基づいて奥行価格補正等合

理的な調整を行って算出しております。 

  

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

再評価を行った土地の
当期末における時価と 
再評価後の帳簿価額 
との差額 

△672百万円

  

※２ 授権株式総数 普通株式 400,000千株

   発行済株式総数 普通株式 136,229千株

  

※２ 授権株式総数 普通株式 400,000千株

  発行済株式総数 普通株式 136,229千株

  

※３ 会社が保有する 
   自己株式の数 

普通株式 259,326株

  

※３ 会社が保有する
   自己株式の数 

普通株式 319,136株

※４ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が3,051百

万円増加しております。なお、当該金額は商法施

行規則第124条第３号の規定により、配当に充当

することが制限されております。 

  

   土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当する

ことが制限されております。 

※４ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が9,269百

万円増加しております。なお、当該金額は商法施

行規則第124条第３号の規定により、配当に充当

することが制限されております。 

  

  



  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

※５ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

  

売掛金 729百万円

差入保証金 236百万円

※５ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

  

売掛金 1,141百万円

差入保証金 236百万円

※６        ――――― ※６ 長期未払金は確定拠出年金を含む新たな退職給付

制度への移行損失等の未払額2,433百万円であり

ます。 

  

○  債務保証 

  

㈱サンヨー・ 
インダストリー 

126百万円 銀行等借入保証

㈱サンヨーソーイング 76 〃 

計 202   

○  債務保証 

  

㈱サンヨー・
インダストリー 

140百万円 銀行等借入保証

○  決算期末日満期手形 

   決算期末日満期手形の会計処理については、事業

年度末日は金融機関の休業日ですが、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。当事

業年度末日満期手形は、次のとおりであります。 

受取手形 217百万円

○  決算期末日満期手形 

   決算期末日満期手形の会計処理については、事業

年度末日は金融機関の休業日ですが、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。当事

業年度末日満期手形は、次のとおりであります。 

受取手形 154百万円



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

広告宣伝費 21百万円

福利厚生費 9 

その他 11 

計 41 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

広告宣伝費 21百万円

福利厚生費 3 

その他 13 

計 37 

※２ 関係会社に係る注記 

   各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりであります。 

  

受取賃貸料 19百万円

受取利息 6百万円

支払賃借料(販売費及び一般管
理費「その他」) 

237百万円

※２ 関係会社に係る注記 

   各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりであります。 

  

受取賃貸料 26百万円

受取利息 9百万円

支払賃借料(販売費及び一般管
理費「その他」) 

242百万円

※３ 固定資産除却損の主なものは店舗改装のための建

物附属設備等87百万円であります。 

  

※３ 固定資産除却損の主なものは店舗改装のための建

物附属設備等195百万円であります。 

  

※４        ――――― ※４ 固定資産売却損は建物及び土地の売却損でありま

す。 

※５ ゴルフ会員権評価損のうち、預託金に係る貸倒引

当金繰入額が１百万円含まれております。 

※５ ゴルフ会員権評価損のうち、預託金に係る貸倒引

当金繰入額が13百万円含まれております。 

※６        ――――― ※６ 退職給付制度変更に伴う損失は総合設立型の東京

既製服厚生年金基金からの脱退に伴う特別掛金

3,610百万円及び確定拠出年金を含む新たな退職

給付制度への移行損失等2,983百万円でありま

す。 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び 
装置 

3 1 2

車両及び 
運搬具 

13 7 6

器具及び 
備品 

4,792 2,725 2,066

合計 4,809 2,733 2,076

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び
装置 

10 2 8

車両及び
運搬具 

11 7 3

器具及び
備品 

3,344 2,130 1,213

合計 3,365 2,140 1,225

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,207百万円

１年超 911百万円

合計 2,118百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 752百万円

１年超 494百万円

合計 1,246百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 1,457百万円

減価償却費相当額 1,370百万円

支払利息相当額 65百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 1,297百万円

減価償却費相当額 1,238百万円

支払利息相当額 37百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 292百万円

１年超 1,571百万円

合計 1,864百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 290百万円

１年超 1,280百万円

合計 1,571百万円



(有価証券関係) 

前事業年度(平成16年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(税効果会計関係) 
  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

  

(繰延税金資産) 

 貸倒引当金繰入超過額 277百万円

 退職給付引当金繰入超過額 985百万円

 役員退職金引当金繰入超過額 239百万円

 棚卸資産評価損否認額 992百万円

 繰延資産償却超過額 674百万円

 その他 1,875百万円

繰延税金資産小計 5,046百万円

 評価性引当額 △612百万円

繰延税金資産合計 4,433百万円

(繰延税金負債) 

 その他有価証券評価差額金 △2,098百万円

 その他 △61百万円

繰延税金負債合計 △2,160百万円

繰延税金資産の純額 2,272百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

(繰延税金資産)  

貸倒引当金繰入超過額 292百万円

退職給付引当金繰入超過額 601百万円

役員退職金引当金繰入超過額 202百万円

返品調整引当金繰入超過額 867百万円

棚卸資産評価損否認額 978百万円

繰延資産償却超過額 531百万円

退職給付制度変更に伴う
 損失否認額 

1,183百万円

その他 2,298百万円

繰延税金資産小計 6,954百万円

評価性引当額 △755百万円

繰延税金資産合計 6,198百万円

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △6,375百万円

その他 △49百万円

繰延税金負債合計 △6,425百万円

繰延税金負債の純額 △226百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異があるときの当該差異の原因となった主要
な項目別の内訳 

  

法定実効税率 42.0％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に算入されない
項目 

1.3％

 受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△0.2％

 住民税均等割等 0.5％

 その他 1.7％

 税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

45.3％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異があるときの当該差異の原因となった主要
な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

4.1％

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△2.6％

住民税均等割等 1.6％

評価性引当額の増減 4.8％

その他 2.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

50.9％



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 395円58銭 １株当たり純資産額 429円35銭

１株当たり当期純利益 36円09銭 １株当たり当期純利益 10円80銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 潜在株式がないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 潜在株式がないため記載しておりません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 損益計算書上の当期純利益 4,908百万円

 普通株式に係る当期純利益 4,908百万円

 普通株主に帰属しない金額 ―百万円

 普通株式の期中平均株式数 135,991千株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎  

損益計算書上の当期純利益 1,469百万円

普通株式に係る当期純利益 1,469百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式の期中平均株式数 135,942千株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

銘柄
株式数
(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

㈱伊勢丹 3,035,885 7,635

三井物産㈱ 1,603,000 2,428

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 1,376 2,201

三菱商事㈱ 700,000 1,827

㈱松屋 786,000 1,792

㈱髙島屋 716,000 1,348

三菱レイヨン㈱ 1,361,710 1,062

㈱大丸 400,000 680

㈱みずほフィナンシャルグループ 637 597

東レ㈱ 500,000 481

㈱ワコールホールディングス 200,000 319

ミズホ・プリファード・キャピタル
(ケイマン)6リミテッド 

3 300

旭化成㈱ 336,991 268

クラボウ㈱ 606,000 267

住友信託銀行㈱ 213,157 256

三井リース事業㈱ 100,000 237

㈱相模原ゴルフクラブ 30 200

㈱三越 214,007 164

その他42銘柄 1,557,584 850

計 12,332,380 22,919

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資 
有価証券 

その他 
有価証券 

(有)アセットモヴィーダ ― 1,000

(有)ダイヤ・シルク・ファンディング ― 671

計 ― 1,671



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 建物の減少の主なものは、相模商品センターの売却による774百万円であります。 

２ 器具及び備品の増加及び減少の主なものは、店舗用商品陳列器具等の取得962百万円及び除却1,048百万円であります。 

３ 土地の増加は、東京都江東区の潮見商品センターの隣接地の取得2,450百万円であります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 27,879 397 1,278 26,998 16,932 793 10,066

 構築物 1,152 22 65 1,109 765 39 343

 機械及び装置 142 ― 2 139 129 2 9

 器具及び備品 5,538 1,094 1,204 5,428 2,450 1,141 2,977

 土地 15,020 2,450 613 16,856 ― ― 16,856

 建設仮勘定 ― 37 ― 37 ― ― 37

有形固定資産計 49,732 4,002 3,165 50,569 20,278 1,977 30,290

無形固定資産       

 借地権 695 ― ― 695 ― ― 695

 商標権 49 0 ― 50 24 5 25

 ソフトウェア 822 75 205 692 436 123 255

 その他 126 ― 0 126 9 1 116

無形固定資産計 1,693 76 206 1,563 470 129 1,092

長期前払費用 12 ― 12 ― ― 0 ―

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は、319,136株であります。 

２ 当期増加額は、自己株式の処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は洗替による戻入額及び回収によるものであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 15,002 ― ― 15,002

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式  (注)１ (株) (136,229,345) (―) (―) (136,229,345)

普通株式 (百万円) 15,002 ― ― 15,002

計 (株) (136,229,345) (―) (―) (136,229,345)

計 (百万円) 15,002 ― ― 15,002

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金) 
 株式払込剰余金 

(百万円) 3,800 ― ― 3,800

(その他資本剰余金) 
 資本準備金 
 減少差益 

(百万円) 11,240 ― ― 11,240

 自己株式 
 処分差益 (注)２ 

(百万円) ― 0 ― 0

計 (百万円) 15,040 0 ― 15,040

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) ― ― ― ―

(任意積立金) 
 別途積立金 

(百万円) 9,750 ― ― 9,750

計 (百万円) 9,750 ― ― 9,750

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 686 329 11 284 718

賞与引当金 631 644 631 ― 644

返品調整引当金 2,330 2,130 2,330 ― 2,130

役員退職金引当金 588 65 157 ― 496

関係会社事業損失 
引当金 

― 98 ― ― 98



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

Ａ 資産の部 

流動資産 

１ 現金及び預金 

  

  

２ 受取手形 

(イ)業種別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

預金の種類  

当座預金 5,495

普通預金 653

通知預金 1,610

その他の預金 9

小計 7,768

現金 14

合計 7,783

業種別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

百貨店 1,903 ㈱丸広百貨店 273 ㈱鶴屋百貨店 271 ㈱井筒屋 175

小売店その他 249 
㈱アオキ 
インターナシ
ョナル 

59 ㈱森長 37 オーロラ㈱ 33

合計 2,153   ― ― ― 

区分 金額(百万円)

貸借対照表日後１月以内 890

   〃   ２月 〃  1,003

   〃   ３月 〃  236

   〃   ４月 〃  12

   〃   ４月を超えるもの 10

合計 2,153



３ 売掛金 

(イ)業種別内訳 
  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等を含んでおります。 

  

４ 商品及び製品 
  

  

５ 原材料 
  

  

業種別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

百貨店 16,858 ㈱髙島屋 2,388 ㈱伊勢丹 1,472 ㈱大丸 1,408

小売店その他 3,774 
サンヨー 
アパレル㈱ 

1,072
㈱銀座
マギー 

83 ㈱森長 38

合計 20,632   ― ― ― 

前期末残高 
(百万円) 
  
Ａ 

当期発生高 
(百万円) 
  
Ｂ 

当期末残高 
(百万円) 
  
Ｃ 

当期回収高
(百万円) 
  

Ｄ＝Ａ＋Ｂ－Ｃ

回収率
(％) 

Ｄ×
１

×100
Ａ＋Ｂ

回転率
(回) 
Ｂ

(Ａ＋Ｃ)×1/2 

滞留期間 
(日) 
365日 
回転率 

18,394 141,235 20,632 138,997 87.1 7.2 50.7

区分 金額(百万円)

紳士服・洋品 6,116

婦人子供服・洋品 11,446

服飾品他 1,496

合計 19,060

区分 金額(百万円)

紳士服・洋品 138

婦人子供服・洋品 243

服飾品他 9

合計 391



６ 仕掛品 
  

  

区分 金額(百万円)

紳士服・洋品 0

婦人子供服・洋品 89

合計 90



Ｂ 負債の部 

流動負債 

１ 支払手形 

(イ)業種別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

２ 買掛金 

  

  

３ 長期借入金 
  

  

業種別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

商社 4,402 住金物産㈱ 908
エムシーニッ
ト㈱ 

603 ㈱三景 383

広告業 752 ㈱電通 260 ㈱博報堂 110
吉忠マネキン
㈱ 

108

合計 5,155   ― ― ― 

区分 金額(百万円)

貸借対照表日後１月以内 1,554

   〃   ２月 〃  1,458

   〃   ３月 〃  1,103

   〃   ４月 〃  708

   〃   ４月を超えるもの 331

合計 5,155

業種別 金額(百万円) 主な相手先及び金額(百万円)

商社 17,932 三井物産㈱ 13,142 三菱商事㈱ 3,002 丸紅㈱ 851

外注加工業 57 
筑豊繊維 
工業㈱ 

20
㈱川崎
ソーイング 

11
モードカキ
ヤ㈱ 

10

合計 17,989   ― ― ― 

借入先 金額(百万円)

㈱東京三菱銀行 5,000

㈱みずほコーポレート銀行 1,000

㈱三井住友銀行 1,100

明治安田生命保険(相) 70

合計 7,170



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 12月31日

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日

株券の種類 
1株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券、 
100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 該当なし

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の 
買取り又は買増し 

  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店

  買取又は買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 
優待セールへご招待(東京都において年２回、権利確定日：６月30日及び12月31日)い
たします。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

 (1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第62期) 

自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

  
平成17年３月30日 
関東財務局長に提出。 

  
 (2) 

  
臨時報告書 

  
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第12号及び第19号(財政
状態及び経営成績に著しい影響を与
える事象の発生)の規定に基づくもの 

    
平成17年４月25日 
関東財務局長に提出。 

  
 (3) 
  

  
半期報告書 
  

(第63期中) 
 

自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日

  
 
平成17年９月22日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年３月30日

株式会社 三陽商会 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三陽商会の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社三陽商会及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  
  

あずさ監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  中  島  祐  二  ㊞ 

関与社員   公認会計士  宮  原  正  弘  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月30日

株式会社 三陽商会 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三陽商会の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社三陽商会及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  里  猛  志  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  宮  原  正  弘  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年３月30日

株式会社 三陽商会 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三陽商会の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社三陽商会の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  
  

あずさ監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  中  島  祐  二  ㊞ 

関与社員   公認会計士  宮  原  正  弘  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月30日

株式会社 三陽商会 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社三陽商会の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社三陽商会の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  中  里  猛  志  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  宮  原  正  弘  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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